
平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

Ⅰ．平成26年～３０年の対応方針において、令和元年（度）中に「結論を得
る」等とされたもの
※前回会議（令和元年11月12日）までに結論を報告したものを除く。

○平成27年対応方針

No. 事項 関係府省 27年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

１

通級による指導の対
象となる障害の種類
の見直し
（学校教育法）

文部科学省

通級による指導の対象となる障害の種
類（施行規則140条）については、知的
障害による学習上又は生活上の困難を改
善・克服するために効果的な指導内容等
の実践研究を地方公共団体の参加を得て
実施した上で、研究成果の検証を踏まえ
て知的障害を加えることについて検討し、
平成31年度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

平成29年度から実施しているモデル事業
（令和２年２月終了）の分析結果等を踏ま
え、令和元年度中に結論を得る。

（1）義務付け・枠付けの見直し等

① 教育・文化

資料３

1



平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

（１）義務付け・枠付けの見直し等

No. 事項 関係府省 28年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

２

保育標準時間と
保育短時間の統
合
（子ども・子育
て支援法）

内閣府
厚生労働省

子どものための教育・保育給付の認定
を行ったときの支給認定証の交付（20
条４項）については、平成28年度中に
府令を改正し、申請があった場合のみ
支給認定証を交付することを可能とす
る。

子どものための教育・保育給付におけ
る保育必要量の認定（20条３項）につ
いては、上記支給認定証の交付に関す
る事務負担の軽減措置の状況等を踏ま
え、附則２条４項に基づき、同法の施
行後５年を目途として行う子ども・子
育て支援新制度の見直しの中で、保育
標準時間・保育短時間の区分の在り方
について検討し、必要があると認める
ときは所要の措置を講ずる。

［措置済み］

子ども・子育て会議において、子ども・子育て支
援新制度施行後５年の見直しに係る検討を実施。
（令和元年12月10日に対応方針を取りまとめ）
検討の結果、保育標準時間と保育短時間を統合し

た場合、認定等に係る市町村の事務負担の軽減が期
待される一方で、保育の長時間化につながるとの懸
念が指摘されていることから、今回の見直しは行わ
ないこととした。
なお、上記取りまとめでは、保育標準時間と保育

短時間の区分の在り方については、幼児教育・保育
の無償化の施行の状況等も注視しながら、多様な働
き方への対応や公費負担への影響等も踏まえつつ、
引き続き検討すべきとされたところ。

○平成28年対応方針
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 28年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

３

幼保連携型認定
こども園の設備
に関する基準の
緩和
（子ども・子育
て支援法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

幼保連携型認定こども園の学級の編制、
職員、設備及び運営に関する基準（平26
内閣府・文部科学省・厚生労働省令１）
については、以下のとおりとする。
・保育室等の設置階（同省令６条４項）
については、満３歳以上の園児の教育
及び保育の用に供する保育室を２階ま
でに確保している場合において、当該
園児が使用する遊戯室を３階以上の階
に設置することが可能であることを、
地方公共団体に平成28年度中に通知す
る。

・満３歳以上の園児の教育及び保育の用
に供する保育室を３階以上の階に設置
する場合に必要とされる屋上園庭につ
いては、設置要件を見直し、地方公共
団体に平成28年度中に通知する。

・幼保連携型認定こども園の施設基準の
在り方については、子ども・子育て支
援法（平24法65）附則２条４項に基づ
き、同法の施行後５年を目途として行
う子ども・子育て支援新制度の見直し
の中で検討し、必要があると認めると
きは所要の措置を講ずる。

・［措置済み］

・［措置済み］

・子ども・子育て会議において、子ども・子育て支援
新制度施行後５年の見直しに係る検討を実施。（令
和元年12月10日に対応方針を取りまとめ）
検討の結果、幼保連携型認定こども園の施設基準の
在り方については、既に満３歳児以上の保育室を２
階までに確保している場合においては、遊戯室を３
階以上に設置可能であることなどについて周知して
おり、更なる基準緩和は行わないこととすべきとさ
れたところであり、見直しは行わないこととした。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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② 環境・衛生

No. 事項 関係府省 28年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

４

動物取扱責任者研修
の見直し（研修回数
等の義務付けの廃止
等）
（動物の愛護及び管
理に関する法律）

環境省

動物取扱責任者研修（施行規則10
条）については、より効果的かつ効
率的な実施のため、地方公共団体の
意向調査を行った上で、平成29年度
中に全国的に周知すべき内容に係る
研修資料を作成する。

あわせて、動物取扱業者への監視
指導の実態把握を行った上で、法令
上義務付けている要件を含めた研修
内容の在り方について検討し、原則
として平成31年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

［措置済み］

研修内容の在り方については、平成30年
12月の中央環境審議会動物愛護部会の「動
物愛護管理をめぐる主な課題への対応につ
いて（論点整理）Ⅲ４．動物取扱責任者」
の対応の方向性、改正動物愛護管理法(令和
元年６月19日公布）の内容を踏まえ、地域
の実情に合わせて都道府県知事等の裁量を
確保するため省令の規定の見直しを行い、
研修回数・時間に係る義務付けを廃止する
方向で、中央環境審議会の答申がなされた
（令和２年１月24日付）ことから、本答申
を受け、関連省令に係る必要な措置を講じ
ていく予定。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉
（１）義務付け・枠付けの見直し等

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

５

認定こども園
等における保
育料に対する
徴収権限の強
化
（児童福祉法、
子ども・子育
て支援法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

市町村（特別区を含む。以下この事項において同
じ。）が認定こども園において特定教育・保育（子ど
も・子育て支援法27条１項）を受けた乳児又は幼児の保
護者が支払うべき額（子ども・子育て支援法施行規則
（平26内閣府令44）２条２項１号。以下この事項におい
て「利用者負担額」という。）の徴収事務に関与するこ
とについては、以下のとおりとする。
・行政側の事情により過年度の利用者負担額を遡及して
徴収する必要がある場合、必要に応じて市町村が直
接保護者に対して説明を行い、施設側による徴収事
務の補助を行うよう、市町村に対して平成29年度中
に必要な周知を行う。

・市町村が保育所、幼保連携型認定こども園、保育所型
認定こども園及び家庭的保育事業等に係る利用者負
担額に関して、施設の設置者からの求めに応じて行
う徴収事務（児童福祉法56条７項及び８項並びに子
ども・子育て支援法附則６条７項）の在り方につい
ては、子ども・子育て支援法附則２条４項に基づき、
同法の施行後５年を目途として行う検討の際に、制
度全体の見直しの中で、対象となる施設の法的性格
や対象を拡大した場合の市町村の事務負担等を踏ま
えて検討し、必要があると認めるときは所要の措置
を講ずる。

・［措置済み］

・子ども・子育て会議において、子ど
も・子育て支援新制度施行後５年の
見直しに係る検討を実施。（令和元
年12月10日に対応方針を取りまと
め）
検討の結果、市町村が行う利用者負
担額の徴収事務について、幼児教
育・保育の無償化により、市町村に
よる強制徴収の対象を拡大する意義
は薄くなっているとされたことから、
見直しは行わないこととした。

○平成29年対応方針
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

６

認定こども園での
障害児等支援にか
かる補助体系の見
直し
（私立学校振興助
成法、子ども・子
育て支援法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

次頁のとおり 次頁のとおり

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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① 医療・福祉

29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

認定こども園における特別支援に係る補助については、認定
こども園の類型や対象となる子どもの支給認定区分によって適
用される事業が異なることによる利用者間の不公平性と地方公
共団体等の事務の複雑さを解消するため、私立高等学校等経常
費助成費補助金（幼稚園等特別支援教育経費）（私立学校振興
助成法施行令（昭51政令289）４条１項２号ロ）による補助の認
定時期を柔軟化するとともに、多様な事業者の参入促進・能力
活用事業（認定こども園特別支援教育・保育経費）（子ども・
子育て支援法59条４号）や地方交付税により措置されている事
業を含め、障害の有無の確認方法を明確化し、地方公共団体に
平成29年度中に通知する。

また、これらの補助事業の一本化を含めた制度の在り方につ
いては、子ども・子育て支援法附則２条４項に基づき、同法の
施行後５年を目途として行う子ども・子育て支援新制度の見直
しの中で検討し、その結果に基づいて所要の措置を講ずる。

［措置済み］

子ども・子育て会議において、子ども・子育て支援新制度施行後５
年の見直しに係る検討を実施。（令和元年12月10日に対応方針を取り
まとめ）
検討の結果、異なる制度が適用される私立認定こども園における障

害児等支援の補助体系の在り方に関しては、
①法律上私学助成を交付することが可能な学校法人立認定こども園
の３～５歳児については、「多様な事業者の参入促進・能力活用
事業」ではなく一律私学助成の補助対象とすべき

②更なる支援の一元化については、国地方の税財源配分の在り方等
に関する大局的な議論の機会をとらえるなどして、引き続き検討
すべき

とされたところ、令和３年度から学校法人立認定こども園の３～５歳
児について一律私学助成の補助対象とするよう、要件を改正予定。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

７

子ども・子育て支援
法における支給認定
の年齢区分の見直し
（子ども・子育て支
援法）

内閣府
文部科学省

幼稚園における２歳児の受入れに対
する支援の在り方については、平成30
年度に２歳児特有の発達を踏まえた配
慮や３歳児以降の幼稚園教育との円滑
な接続等に係る調査研究を実施した上
で、その結果を踏まえて検討し、平成
31年中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

平成30年度に実施した調査研究の結果も
踏まえつつ、子ども・子育て会議において、
子ども・子育て支援新制度施行後５年の見
直しに係る検討を実施。（令和元年12月10
日に対応方針を取りまとめ）
検討の結果、幼稚園における２歳児の受

入れについては、実施の有無や目的・内容
が多様であり、現時点で一律の公定価格を
設定する状況にあるとは言えず、引き続き
多様な活動を現行の支援事業等を通じて支
援していくべきとされたところであり、見
直しは行わないこととした。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

８

子ども・子育て支
援法における支給
認定の職権変更事
務の簡素化
（子ども・子育て
支援法）

内閣府

子どものための教育・保育給付の認定
（19条１項）については、以下のとおり
とする。
・平成29年度中に府令を改正し、職権に
よる支給認定の変更に関する市町村
（特別区を含む。）の事務負担を軽減
できるよう、認定手続や保護者への通
知に関する事務について、一括処理を
可能とすること等の必要な措置を、平
成30年度から講ずる。

・子ども・子育て支援法附則２条４項に
基づき、同法の施行後５年を目途とし
て行う検討の際に、制度全体の見直し
の中で、上記認定手続等の事務負担の
軽減措置の状況等も踏まえ、支給認定
の在り方について検討を行い、必要が
あると認めるときは所要の措置を講ず
る。

・［措置済み］

・子ども・子育て会議において、子ども・
子育て支援新制度施行後５年の見直しに係
る検討を実施。（令和元年12月10日に対応
方針を取りまとめ）
検討の結果、既に３号認定から２号認定
への職権による区分の変更について、区分
が切り替わる毎に通知が必要だったものを、
年度の末日までに通知をすれば良い取扱い
としたところであり、変更の時点の見直し
など、支給認定の区分変更の在り方につい
ては、更なる制度改正を行うことによって
生じる影響等への懸念が大きいため、現行
の制度を維持すべきとされたところであり、
見直しは行わないこととした。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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② その他

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

９

地方独立行政法人が
設置・管理すること
ができる公共的な施
設の範囲の拡大
（地方独立行政法人
法）

総務省

地方独立行政法人の業務の範囲
（21条）については、地方公共団体
からの要望の具体的な内容が確認さ
れた場合に、文化施設等を地方独立
行政法人による設置及び管理の対象
とすることについて検討し、平成31
年度中に結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。

提案団体は当初、市町村の文化施設等を
共同で管理・運営し、効率化を図るため、
地方独立行政法人による管理・運営を想定
していたところ。
その後、都道府県と市町村との検討会の

中で、まずは文化施設等の共同利用から開
始し、段階的に共同管理・運営を検討して
いくこととしたため、当初想定していた地
方独立行政法人による施設の管理・運営は
当面見込まれず、令和元年度中に提案団体
から具体的な成案を得ることが困難となっ
たことから、今後改めて具体的な支障が生
じた際に、再度提案を受け付けることとし
た。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

（１）都道府県から市町村への事務・権限の移譲等

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

10

処遇改善等加算の認定権
限の移譲
（子ども・子育て支援
法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

施設型給付費等に係る処遇改
善等加算の認定に係る事務・権
限については、都道府県と加算
の認定の実施を希望する市町村
の間で協議が整った場合に、当
該市町村に移譲する方向で検討
し、2019年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置
を講ずる。

子ども・子育て会議において、子ども・子
育て支援新制度施行後５年の見直しに係る検
討を実施。（令和元年12月10日に対応方針を
取りまとめ）
検討の結果、処遇改善等加算の認定権限の

移譲については、都道府県と加算の認定の実
施を希望する市町村との間で協議が整ってい
ること、広域利用時の事務の重複を回避する
ことを前提として、当該市町村に移譲するこ
とを認めるべきとされたところ、令和２年度
から、都道府県と協議が整った市町村につい
ては権限を移譲することができるよう、通知
の改正を行う予定。

○平成30年対応方針

11



平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

（２）義務付け・枠付けの見直し等

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

11

「難病の患者に対す
る医療等に関する法
律」に基づく指定難
病の医療費助成に係
る臨床調査個人票
（臨個票）の簡素化
（難病の患者に対す
る医療等に関する法
律）

厚生労働省

指定難病の特定医療費支給認定申
請（６条１項）に係る臨床調査個人
票の記載事項（施行規則14条）につ
いては、附則２条に基づき、施行後
５年以内を目途として行われる検討
の中で、指定難病の調査研究の推進
に支障がない限りにおいて、指定難
病の患者や地方公共団体等の負担を
軽減する方向で検討し、結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

指定難病の特定医療費支給認定申請に係る
臨床調査個人票の記載事項について、指定難
病の患者や地方公共団体等の負担を軽減する
ため、必要な措置を検討中。

12



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

12

放課後等デイサービ
ス利用対象児童の拡
大
（児童福祉法）

厚生労働省

放課後等デイサービスの利用対
象児童については、利用実態等に
係る調査を行い、現行の利用対象
児童の範囲の考え方等も踏まえつ
つ、2019年度中に結論を得る。そ
の結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

利用実態等に係る調査を実施。
（当該調査の中間報告を踏まえ、対応について
検討を進めているところ）

13

介護保険法第24条の
２第２項に係る調査
業務を地方自治体が
指定市町村事務受託
法人に委託する際の
職員の資格要件緩和
（介護保険法）

厚生労働省

要介護認定に係る調査（27条２
項）については、指定市町村事務
受託法人が当該調査を行う場合に、
介護支援専門員以外の者にも当該
調査を行わせることについて、そ
の影響等を考慮しつつ検討し、
2019年度中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。

「介護保険制度の見直しに関する意見」（令
和元年12月27日社会保障審議会介護保険部会）
において、「認定調査を指定市町村事務受託法
人に委託して実施する場合において、 ケアマ
ネジャー以外の保健、医療、福祉に関しての専
門的な知識を有している者も実施できることと
することが適当である。その際には、資格や経
験の要件等を適切に設定するなど、認定調査員
の質の確保に留意する必要がある。」と取りま
とめられたことを踏まえ、介護保険法施行規則
（平成11年厚生省令第36号）等の改正を実施予
定（令和２年３月公布、同年４月１日施行予
定）。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

13



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

14

社会福祉法人
が経営する社
会福祉施設へ
の施設監査
（一般監査）
周期の見直し
（児童福祉法、
障害者の日常
生活及び社会
生活を総合的
に支援するた
めの法律、生
活保護法、老
人福祉法、就
学前の子ども
に関する教育、
保育等の総合
的な提供の推
進に関する法
律）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

・児童福祉施設に対する施設監査（施行令38条に基
づく実地検査であって、保育所に対して行うもの
に限る。）については、地方公共団体の事務負担
の軽減を図るため、利用者に対する処遇の質の確
保に留意しつつ、監査事務を効率化する方向で検
討し、2019年度中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

・障害者支援施設等に対する施設監査については、
地方公共団体の事務負担の軽減を図るため、利用
者に対する処遇の質の確保に留意しつつ、監査事
務を効率化する方向で検討し、2019年度中に結論
を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

・保護施設に対する施設監査については、地方公共
団体の事務負担の軽減を図るため、利用者に対す
る処遇の質の確保に留意しつつ、監査事務を効率
化する方向で検討し、2019年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

・老人福祉施設に対する施設監査については、地方
公共団体の事務負担の軽減を図るため、利用者に
対する処遇の質の確保に留意しつつ、監査事務を
効率化する方向で検討し、2019年度中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

・幼保連携型認定こども園に対する施設監査につい
ては、地方公共団体の事務負担の軽減を図るため、
利用者に対する処遇の質の確保に留意しつつ、監
査事務を効率化する方向で検討し、2019年度中に
結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

令和元年５月30日付け事務連絡「児童福祉法に
基づく保育所等の指導監査の効率的・効果的な実
施について」（厚生労働省子ども家庭局保育課）
において、指導監査に当たっての留意事項を示し
たところ。児童福祉施設に対する施設監査につい
ては、現在、都道府県等における監査の効率化の
取組みに関する調査研究事業を実施しており、令
和元年度内に取組事例等を集約した報告書を取り
まとめ、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
「社会保障審議会介護保険部会介護分野の文書

に係る負担軽減に関する専門委員会中間取りまと
め」（令和元年12月4日）において、介護保険法に
基づく実地指導の頻度について、１～２年以内の
取組として「適切な事業運営を担保することを前
提に、実地指導の実施頻度について、さらなる効
率化が図られるよう検討を行う」とされた。老人
福祉施設に対する施設監査については、その周期
も含め、介護保険施設との整合性を図るため、同
委員会での結論を待って必要な見直しを進め、令
和２年度中に結論を得る。
その他の施設については、利用者に対する処遇

の質の確保に留意しつつ、地方公共団体等の事務
負担の軽減に資するよう、施設監査の実態等を把
握した上で、施設監査の項目等の効率化に関して
令和元年度中に結論を得る。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

14



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

15

子ども・子育て支
援新制度の施設給
付費等に係る処遇
改善Ⅱの配分方法
の制約の撤廃
（子ども・子育て
支援法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

施設型給付費等に係る処遇改
善等加算Ⅱ（特定教育・保育、
特別利用保育、特別利用教育、
特定地域型保育、特別利用地域
型保育、特定利用地域型保育及
び特例保育に要する費用の額の
算定に関する基準等（平27内閣
府告示49）１条35号の５）にお
ける加算額の配分方法等につい
ては、2018年度の同加算の実施
状況等を踏まえ検討し、2019年
度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

子ども・子育て会議において、子ども・子育て
支援新制度施行後５年の見直しに係る検討を実施。
（令和元年12月10日に対応方針を取りまとめ）
検討の結果、処遇改善等加算Ⅱの施設内での配

分方法については、加算の取得割合が着実に向上
している一方で、未取得の理由に職責と給与の逆
転を挙げる施設が多いことを踏まえ、加算の取得
のきめ細やかな支援や効果の状況を見極めつつ、
定額配分者の最低人数の更なる緩和を引き続き検
討すべきとされたところ、令和２年度から処遇改
善等加算Ⅱにおける加算額の配分ルールを緩和す
るよう、通知の改正を行う予定。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

15



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

16

児童福祉施設の実地
検査に係る効果的・
効率的な運用の見直
し
（児童福祉法）

厚生労働省

児童福祉施設に対する施設監査（施
行令38条に基づく実地検査であって、
保育所に対して行うものに限る。）に
ついては、地方公共団体の事務負担の
軽減を図るため、利用者に対する処遇
の質の確保に留意しつつ、監査事務を
効率化する方向で検討し、2019年度中
に結論を得る。その結果に基づいて必
要な措置を講ずる。

令和元年５月30日付け事務連絡「児童福
祉法に基づく保育所等の指導監査の効率
的・効果的な実施について」（厚生労働省
子ども家庭局保育課）において、指導監査
に当たっての留意事項を示したところ。
現在、都道府県等における監査の効率化

の取組みに関する調査研究事業を実施して
おり、令和元年度内に取組事例等を集約し
た報告書を取りまとめ、その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

16



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

17

指定難病及び小児慢
性特定疾病医療費助
成制度の事務処理に
おけるマイナンバー
による情報連携項目
の追加
（行政手続における
特定の個人を識別す
るための番号の利用
等に関する法律、難
病の患者に対する医
療等に関する法律）

内閣府
総務省
財務省
文部科学省
厚生労働省

指定難病及び小児慢性特定疾病の
医療費助成制度に係る所得区分の確
認事務については、地方公共団体及
び保険者との協議の上、難病の患者
に対する医療等に関する法律附則２
条に基づき、施行後５年以内を目途
として行われる検討の中で、当該事
務の在り方について検討し、結論を
得る。その結論を踏まえ、当該制度
における地方公共団体等の事務負担
の軽減が図られるための必要な措置
を講ずる。

地方公共団体等の事務負担の軽減について
は、現在、難病法等の施行後５年後見直しに
係る厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委
員会及び社会保障審議会児童部会小児慢性特
定疾病児への支援の在り方に関する専門委員
会（合同委員会）において、検討している。
当該検討の結果も踏まえ、地方公共団体及び
保険者と協議を行いながら、必要な対応を行
う予定。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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② 環境・衛生

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

18

災害廃棄物を産
業廃棄物処理施
設で処理する際
の規制緩和
（廃棄物の処理
及び清掃に関す
る法律）

環境省 次頁のとおり 次頁のとおり

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

18



② 環境・衛生

30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例（９条の３
の３）については、全国廃棄物・リサイクル行政主管課長会議
や災害廃棄物の処理に係る地域ブロック協議会等を活用し、既
に制定されている条例の事例等も示しつつ、地方公共団体にお
いて条例が制定されるよう、積極的に周知・助言等を行う。

また、当該特例措置の利用を含めた災害廃棄物の処理が円滑
に進むよう、国において、処理施設の所在地等を把握するため
の調査を2018年度中に行い、

同調査結果を整理した上で、特例規定に基づく条例の策定状
況、災害廃棄物の受入可能な廃棄物処理施設及び災害廃棄物の
処理に関する支障や課題について、地方公共団体に対して2019
年度中に調査を行う。その後、取りまとめた情報を地方公共団
体に提供するなど、必要な支援を適切に行う。

あわせて、災害廃棄物の円滑かつ適正な処理の推進の観点か
ら、当該調査結果に基づき、有識者や関係団体等から意見聴取
を行った上で、特例規定に基づく条例制定の負担軽減も含め、
必要な対応を検討し、2019年度中に結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。

［措置予定］

［措置済み］

［措置予定］
（参考）非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例

（９条の３の３）については、８月から10月にかけ
て地方公共団体に対して、特例規定に基づく条例の
策定状況、災害廃棄物の受入可能な廃棄物処理施設
及び災害廃棄物の処理に関する支障や課題に係るア
ンケート調査を実施。

10月から有識者や関係団体等を含む検討会を開催し、当
該調査結果について報告した。引き続き、２月に開催予定
の検討会にて必要な対応を検討し、令和元年度中に結論を
得る。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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③ 消防・防災・安全

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

19

消防団員等の消
防車両運転に係
る特例制度の創
設
（消防団員の準
中型自動車免許
取得に対する助
成事業）

総務省

消防団員が消防車両を運転するために
必要な準中型自動車免許（以下この事項
において「準中型免許」という。）の取
得等については、以下のとおりとする。
・消防団員の準中型免許取得費用に対す
る、地方公共団体の公費助成制度の創
設を促すため、先行事例等を地方公共
団体に2018年度中に周知する。

・普通自動車免許を有していなくても準
中型免許を取得することが可能である
こと及び準中型免許取得において地方
公共団体により創設される公費助成制
度の活用が可能であることを、自動車
教習所等を通じ、新たに免許を受けよ
うとする者に2019年度中に周知する。

・上記のほか、消防団員の円滑な準中型
免許取得のための方策について検討し、
2019年度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

・［措置済み］

・［措置済み］
（参考）消防団員が消防車両を運転するために

必要な準中型自動車免許の取得について、
普通自動車免許を有していなくとも可能
であること及び地方公共団体により創設
される公費助成制度の活用が可能である
ことを周知するため、令和元年10月23日
に全日本指定自動車教習所協会連合会を
通じて全国の自動車教習所等に関係資料
を配布した。

・上記のほか、消防団員の円滑な準中型自動車
免許取得のための方策について検討中。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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④ その他

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載
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住民基本台帳事務の住
民票の写し等の交付に
係る請求者の規定の明
確化
（所得税法、行政手続
における特定の個人を
識別するための番号の
利用等に関する法律）

内閣府
金融庁
財務省

（ⅰ）生命保険会社による保険契約者
の個人番号を記載した支払調書
の提出（所得税法225条）につ
いては、生命保険会社が保険契
約者の個人番号を生前に収集す
る方策について検討し、2019年
度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

（ⅱ）申請に基づく行政手続における
死亡者の個人番号の必要性やそ
の取扱いについては、関係府省
と協議・検討し、2019年度中に
結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

［措置済み］

（ⅱ）申請に基づく行政手続における
死亡者の個人番号の必要性やそ
の取扱いについて、関係府省に
対して調査を実施した。当該調
査結果を踏まえ、必要な措置に
ついて検討中。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

Ⅱ．平成26年～３０年の対応方針において、令和２年（度）以降に「結論を
得る」等とされたもの（期限なしを含む）の内、既に結論を得られたもの
※前回会議（令和元年11月12日）までに結論を報告したものを除く。

○平成26年対応方針

No. 事項 関係府省 26年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

21

特定非営利活動法
人の所轄事務を中
核市へ移譲
（特定非営利活動
促進法）

内閣府

特定非営利活動法人の設立認証等
を担う所轄庁の権限（９条）につい
ては、条例による事務処理特例制度
による運用状況や都道府県、中核市
等の意見を踏まえつつ、中核市への
移譲について検討し、必要な措置を
講ずる。

全58中核市のうち、19市（33％）が、条例による
事務処理特例制度を活用して権限移譲を受けている
（平成31年４月１日時点）一方で、権限移譲への賛
成は都道府県が３割弱、中核市では１割弱という状
況（平成28年、平成29年にアンケート実施）である。
また、提案団体に確認したところ、権限移譲がな

くとも、本提案の主な目的である、特定非営利活動
法人の特徴を活かした協働事業等の促進が図られる
仕組みを整えており、提案団体においても、権限移
譲の必要性が乏しいと結論付けられたところである。
このように、都道府県、中核市へのアンケート結

果により、権限移譲のニーズは多くなく、提案団体
においても、権限移譲の必要性が乏しいという結論
であることから、特定非営利活動法人の設立認証等
を担う所轄庁の権限（９条）の中核市への権限移譲
は行わないこととする。

（１）都道府県から市町村への事務・権限の移譲等

① その他
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平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 教育・文化

（１）義務付け・枠付けの見直し等

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載
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幼稚園等に課されている
設置者管理主義の緩和
（学校教育法及び地方独
立行政法人法）

総務省
文部科学省

公立幼稚園の管理・運営につ
いては、市町村の運営実態、公
立幼稚園存続の希望その他の具
体的な状況を踏まえ、学校法人
又は地方独立行政法人への包括
委託を含めた問題解決の方策に
ついて、公立幼稚園の設置者で
ある地方公共団体からの具体的
な提案を受けて速やかに検討し、
結論を得る。その結論を踏まえ、
地方独立行政法人の業務の追加
について速やかに検討し、結論
を得る。これらの結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

事情の変更により、提案団体においても、
具体的な支障が生じていない状況となってい
ることから、今後地方公共団体から具体的な
支障に基づく提案を受けた時点で、改めて検
討を行うこととする。

○平成29年対応方針
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平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

（１）都道府県から市町村への事務・権限の移譲等

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和元年12月31日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載
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重度訪問介護の訪問先に
係る制限の緩和
（障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援
するための法律）

厚生労働省

重度訪問介護については、地
方公共団体等の意見や福祉施策
と労働施策との役割分担を踏ま
え、常時介護を必要とする障害
者の在宅での就業支援の在り方
について検討し、2021年度の障
害福祉サービス等報酬改定に向
けて結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。

重度障害者等に対する就労支援として、雇
用施策と福祉施策が連携し、職場等における
介助等の支援を実施するため、意欲的な企業
や自治体について、障害者雇用納付金制度に
基づく助成金の拡充を図るとともに、自治体
が必要と認める場合には、地域生活支援事業
の中で各自治体が支援を行う取組を、令和２
年度予算（案）において事業化した。

○平成30年対応方針
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